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四 半 期 報 告 書

１　本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものです。

２　本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と併せて提出した確認書

を末尾に綴じ込んでいます。
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回次
第88期

第１四半期連結
累計期間

第89期
第１四半期連結

累計期間
第88期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2023年４月１日
至2023年６月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 3,792 3,954 23,874

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 0 △96 2,654

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（百万円） 14 △72 1,871

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △8 272 1,765

純資産額 （百万円） 22,346 23,883 23,917

総資産額 （百万円） 28,960 30,759 34,014

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 3.36 △17.15 441.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.2 77.6 70.3

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．第89期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．第88期第１四半期連結累計期間及び第88期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。

- 1 -
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では底堅い雇用環境を背景とした堅調な個人消費に支えら

れ、景気は緩やかな回復基調にありましたが、先行きは金融引き締めの影響等により緩やかに減速するものと見込

まれます。欧州では物価上昇と金融引き締めの影響により景気は停滞しています。中国ではゼロコロナ政策の解除

により経済活動の本格的な回復が期待されましたが、不動産市況の低迷などにより景気の回復は緩やかなものにと

どまっています。

わが国経済については、新型コロナウイルス感染症が感染法上の５類に移行されたことに伴う制限緩和などによ

り個人消費やインバウンド需要が持ち直し、緩やかな回復基調となりましたが、円安による物価上昇や世界的な金

融引き締めの影響など、先行き不透明な状況が続いています。

このような中で、当社グループの当第１四半期連結累計期間における受注額は、大型案件の受注があった海外部

門をはじめ、官需部門、国内民需部門の全てで増加したことから、前年同期比261.7％の8,420百万円と大幅な増加

となりました。売上高については、前年度と同様に官需部門を中心に受注残があったことから、前年同期比

104.3％の3,954百万円となりました。利益については、大型案件における追加工事などの影響により、営業損失

171百万円（前年同期営業損失48百万円）、経常損失96百万円（前年同期経常利益０百万円）、親会社株主に帰属

する四半期純損失72百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純利益14百万円）となりました。

当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期別の業

績には季節的変動があります。

(2）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ、3,254百万円減少し30,759百万円となりま

した。これは、現金及び預金の増加4,992百万円、投資有価証券の増加329百万円などがあったものの、受取手形、

売掛金及び契約資産の減少8,898百万円などがあったことによるものです。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末と比べ、3,219百万円減少し6,876百万円となりまし

た。これは、電子記録債務の増加965百万円、契約負債の増加191百万円などがあったものの、支払手形及び買掛金

の減少3,242百万円、未払法人税等の減少833百万円、賞与引当金の減少354百万円などがあったことによるもので

す。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ、34百万円減少し23,883百万円となりまし

た。これは、その他有価証券評価差額金の増加235百万円、為替換算調整勘定の増加107百万円などがあったもの

の、利益剰余金の減少379百万円などがあったことによるものです。

この結果、自己資本比率は、77.6％（前連結会計年度末70.3％）となりました。

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、65百万円となっています。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,107,600

計 19,107,600

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,776,900 4,776,900
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式で、

単元株式数は100株

です。

計 4,776,900 4,776,900 ― ―

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2023年４月１日～
2023年６月30日

― 4,776 ― 810 ― 28

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2023年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式
普通株式 541,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,227,700 42,277 同上

単元未満株式 普通株式 7,800 － －

発行済株式総数 4,776,900 － －

総株主の議決権 － 42,277 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含

まれています。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式22株が含まれています。

2023年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社電業社機械製作所

東京都大田区大森北

１丁目５番１号
541,400 － 541,400 11.33

計 － 541,400 － 541,400 11.33

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,461 11,453

受取手形、売掛金及び契約資産 19,456 10,558

電子記録債権 163 377

仕掛品 50 87

有価証券 19 19

原材料及び貯蔵品 124 130

その他 249 297

流動資産合計 26,528 22,925

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,781 2,780

その他（純額） 1,537 1,619

有形固定資産合計 4,318 4,399

無形固定資産 339 341

投資その他の資産

投資有価証券 2,401 2,730

繰延税金資産 151 62

その他（純額） 307 332

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 2,827 3,092

固定資産合計 7,486 7,833

資産合計 34,014 30,759

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,145 903

電子記録債務 2,777 3,742

未払法人税等 843 9

契約負債 384 575

受注損失引当金 106 91

製品保証引当金 80 69

役員賞与引当金 95 24

賞与引当金 616 261

その他 852 1,022

流動負債合計 9,903 6,702

固定負債

退職給付に係る負債 102 82

繰延税金負債 0 1

その他 90 89

固定負債合計 192 173

負債合計 10,096 6,876

純資産の部

株主資本

資本金 810 810

資本剰余金 119 119

利益剰余金 23,425 23,045

自己株式 △1,018 △1,018

株主資本合計 23,335 22,955

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 813 1,048

繰延ヘッジ損益 △0 △3

為替換算調整勘定 △123 △15

退職給付に係る調整累計額 △107 △101

その他の包括利益累計額合計 582 927

純資産合計 23,917 23,883

負債純資産合計 34,014 30,759
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

売上高 3,792 3,954

売上原価 3,027 3,284

売上総利益 765 670

販売費及び一般管理費 813 841

営業損失（△） △48 △171

営業外収益

受取利息 4 7

受取配当金 55 58

受取賃貸料 17 17

その他 2 4

営業外収益合計 80 88

営業外費用

賃貸費用 4 4

支払保証料 2 3

固定資産処分損 25 5

その他 0 0

営業外費用合計 31 13

経常利益又は経常損失（△） 0 △96

特別利益

投資有価証券売却益 37 27

特別利益合計 37 27

特別損失

固定資産処分損 － 18

特別損失合計 － 18

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
37 △87

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等調整額 21 △16

法人税等合計 23 △14

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14 △72

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
14 △72

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14 △72

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △80 235

繰延ヘッジ損益 6 △3

為替換算調整勘定 50 107

退職給付に係る調整額 0 5

その他の包括利益合計 △22 345

四半期包括利益 △8 272

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △8 272

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

- 10 -
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自2023

年４月１日　至2023年６月30日）

　当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため、連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期

別の業績には季節的変動があります。

前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

減価償却費 119百万円 128百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月23日

取締役会
普通株式 296 70.0 2022年３月31日 2022年６月10日 利益剰余金

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月24日

取締役会
普通株式 307 72.5 2023年３月31日 2023年６月12日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

     配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

     配当金支払額
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　

2023年４月１日　至　2023年６月30日）

　当社グループは、風水力機械の製造・据付・販売を専ら事業としており、製品の性質、製造方法、販売市場

等の類似性から判断して単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しています。

（単位：百万円）

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 156 36 2 7 203

一定の期間にわたり移転

される財
2,710 742 11 124 3,589

顧客との契約から生じる

収益
2,867 779 13 132 3,792

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 2,867 779 13 132 3,792

（単位：百万円）

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 174 37 0 12 224

一定の期間にわたり移転

される財
2,989 566 21 152 3,730

顧客との契約から生じる

収益
3,164 603 22 164 3,954

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 3,164 603 22 164 3,954

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

収益の認識時期

当第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

収益の認識時期
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前第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
３円36銭 △17円15銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（百万円）
14 △72

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）(百万円）

14 △72

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,232 4,235

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2023年５月24日開催の取締役会において、2023年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次の

とおり期末配当を行うことを決議しました。

①期末配当による配当金の総額　　　　　　　　　307百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　72円50銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　2023年６月12日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

    ２０２３年８月１０日

株式会社電業社機械製作所

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新居　伸浩

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井澤　依子

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電業社

機械製作所の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から

2023年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電業社機械製作所及び連結子会社の2023年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年８月10日

【会社名】 株式会社電業社機械製作所

【英訳名】 DMW CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長

最高執行役員社長　彦坂　典男

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都大田区大森北１丁目５番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社電業社機械製作所大阪支店

（大阪市中央区南本町２丁目６番12号）

株式会社電業社機械製作所名古屋支店

（名古屋市中区栄２丁目４番18号）

【表紙】
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長彦坂典男は、当社の第89期第１四半期（自2023年４月１日　至2023年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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